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自動車売買で所有権留保の合意がされ、代金債務の保証人が販売会社に代金残額を支
払った後、購入者の破産手続が開始した場合において、その開始の時点で自動車につき
販売会社名義の登録がされている場合における別除権行使の可否（積極）
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事実の概要

　自動車の販売会社であるＡから本件自動車を購
入したＢの売買代金債務を連帯保証したＸが、保
証債務の履行としてＡに売買代金残額を支払い、
Ａに留保されていた本件自動車の所有権を法定代
位により取得したと主張して、上記支払後に破産
手続開始の決定を受けたＢの破産管財人であるＹ
に対し、別除権の行使として本件自動車の引渡し
を求める事案である。
　Ｂ、Ａ及びＸは、平成 25 年 8 月 20 日、三者
間において、本件販売会社が本件購入者に対し本
件自動車を割賦払の約定で売却すること、売買代
金債権を担保するため本件販売会社に本件自動車
の所有権が留保されること（以下、この留保され
る所有権を「本件留保所有権」という。）、Ｘが本件
購入者の委託を受けてＢのＡに対する売買代金債
務を連帯保証することなどを内容とする契約を書
面により締結し、同契約において、要旨、次のと
おり合意した。（ア）Ｂが売買代金の支払を 1回
でも怠り、Ｘが売買代金残額の一括弁済を必要と
認めたときは、Ｘは、本件購入者に通知・催告す
ることなく、保証債務の履行としてＡに売買代金
残額を支払うことができる。（イ）Ｘが保証債務
の履行としてＡに売買代金残額を支払った場合に
は、民法の規定に基づき、Ｘは当然にＡに代位し
て売買代金債権及び本件留保所有権を行使するこ
とができることを確認する。（ウ）Ｂは、期限の
利益を喪失したときは、Ｘが代位取得した売買代

金債権の弁済のため、直ちに本件自動車をＸに引
き渡す。（エ）Ｘは、上記（ウ）により引渡しを
受けた本件自動車について、その評価額等をもっ
て、売買代金債権の弁済に充てる。本件自動車に
ついて、平成 25 年 8 月 20 日、所有者をＡ、使
用者をＢとする新規登録がされ、本件販売会社は、
その頃、Ｂに本件自動車を引き渡した。Ｘは、Ｂ
が売買代金の支払を怠ったため、平成 26 年 9 月
2日、Ａに対し、上記（ア）に基づいて、保証債
務の履行として売買代金残額を支払った。Ｂは、
平成27年 5月 13日、破産手続開始の決定を受け、
Ｙが破産管財人に選任された。その後、ＸはＹに
対して、本件自動車の返還を求めて訴えを提起し
たのが本件訴訟である。
　原々判決及び原判決はＸの請求を認容したた
め、Ｙが控訴及び上告受理の申立てをした。Ｙの
上告受理申立てにおける主張の要旨は、本件自動
車についてＢの破産手続開始の時点でＸを所有者
とする登録がされていない以上、Ｘが本件留保所
有権を別除権として行使することは許されないの
に、別除権の行使が許されるとした原審の判断に
は、法令解釈の誤り、判例違反がある旨をいうも
のである。

判決の要旨

　上告棄却。
　「自動車の購入者と販売会社との間で当該自動
車の所有権が売買代金債権を担保するため販売会
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社に留保される旨の合意がされ、売買代金債務の
保証人が販売会社に対し保証債務の履行として売
買代金残額を支払った後、購入者の破産手続が開
始した場合において、その開始の時点で当該自動
車につき販売会社を所有者とする登録がされてい
るときは、保証人は、上記合意に基づき留保され
た所有権を別除権として行使することができるも
のと解するのが相当である。……保証人は、主債
務である売買代金債務の弁済をするについて正当
な利益を有しており、代位弁済によって購入者に
対して取得する求償権を確保するために、弁済に
よって消滅するはずの販売会社の購入者に対する
売買代金債権及びこれを担保するため留保された
所有権（以下「留保所有権」という。）を法律上
当然に取得し、求償権の範囲内で売買代金債権及
び留保所有権を行使することが認められている
（民法 500 条、501 条）。そして、購入者の破産手
続開始の時点において販売会社を所有者とする登
録がされている自動車については、所有権が留保
されていることは予測し得るというべきであるか
ら、留保所有権の存在を前提として破産財団が構
成されることによって、破産債権者に対する不測
の影響が生ずることはない。そうすると、保証人
は、自動車につき保証人を所有者とする登録なく
して、販売会社から法定代位により取得した留保
所有権を別除権として行使することができるもの
というべきである。……所論引用の判例（最高裁
平成 22 年 6 月 4 日第二小法廷判決・民集 64 巻
4 号 1107 頁）は、販売会社、信販会社及び購入
者の三者間において、販売会社に売買代金残額の
立替払をした信販会社が、販売会社に留保された
自動車の所有権について、売買代金残額相当の立
替金債権に加えて手数料債権を担保するため、販
売会社から代位によらずに移転を受け、これを留
保する旨の合意がされたと解される場合に関する
ものであって、事案を異にし、本件に適切でない。」

判例の解説

　一　問題の所在
　債権担保の方法として、所有権の移転を留保す
る旨の約定を定める、いわゆる所有権留保という
債権担保の方法が従来より利用されており、その
法的性質については種々争いがあるが、破産法上
は、別除権付破産債権となるという理解が一般的

である。そして、別除権を主張するためには対抗
要件を備えておくことが必要であると解されてい
る。ところが、本件のような自動車の信販取引に
おいては、自動車の所有権の対抗要件である新規
登録（まはた移転登録）については、自動車の販
売会社名義とされ買主が使用者として登録されて
いる場合がある１）。この場合、その取引において、
債権者として登場する信販会社は、上記登録名義
を有していないため、買主について破産手続が開
始した場合に信販会社は対象車両上の所有権を別
除権として主張することができるかという点が問
題となる。

　二　平成 22年最判の概要
　この点、関連問題に関する先行判例として、個
人再生事件に関する最判平 22・6・4（民集 64 巻
4号 1107 頁）がある（以下、「平成 22 年最判」とい
う。）。平成 22 年最判は、本件と一定の点で類似
する事実関係において、要旨以下のとおり判示し
て、信販会社の別除権を否定した。本件三者契約
は、販売会社において留保していた所有権が代位
により被上告人に移転することを確認したもので
はなく、被上告人が、本件立替金等債権を担保す
るために、販売会社から本件自動車の所有権の移
転を受け、これを留保することを合意したものと
解するのが相当であり、被上告人が別除権として
行使しうるのは、本件立替金等債権を担保するた
めに留保された上記所有権であると解すべきであ
る。そして、再生手続が開始した場合において再
生債務者の財産について特定の担保権を有する者
の別除権の行使が認められるためには、個別の権
利行使が禁止される一般債権者と再生手続によら
ないで別除権を行使することができる債権者との
衡平を図るなどの趣旨から、原則として再生手続
開始の時点で当該特定の担保権につき登記、登録
等を具備している必要があるのであって（民事再
生法 45 条参照）、本件自動車につき、再生手続開
始の時点で被上告人を所有者とする登録がされて
いない限り、販売会社を所有者とする登録がされ
ていても、被上告人が、本件立替金等債権を担保
するために本件三者契約に基づき留保した所有権
を別除権として行使することは許されない。ただ
し、この事案においては、所有権留保に関する約
定は、「買主は、本件自動車の登録名義のいかん
を問わず（登録名義が販売会社となっている場合
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を含む。）、販売会社に留保されている本件自動車
の所有権が、信販会社が販売会社に本件残代金を
立替払することにより信販会社に移転し、買主が
本件立替金等債務を完済するまで信販会社に留保
されることを承諾する。」というものであったが、
本件事案では、後述のとおり、約款内容が変更さ
れているため、平成 22 年最判の射程が本件に及
ぶかが問題となるのである２）。

　三　平成 22年最判以降の破産実務の状況
　平成 22 年最判を受けて、平成 22 年最判で判
断されたのと同様な約款に基づく取引について
は、買主については破産手続開始決定が生じた場
合には、破産管財人は、信販会社、販売会社と協
議のうえ、破産財団に 90％程度に及ぶ大部分の
価値を組み入れる旨の条件で和解をして、対象自
動車を換価することなどが行われることがあっ
た３）。ところが、その後、本件事案でも用いられ
ている、いわゆる新約款が自動車の信販取引にお
いて利用される場合が生じた４）。その定めの概要
は、要するに登録名義は販売会社に存するが、販
売会社が有する売買代金債権に所有権留保が付さ
れているものとして、民法 500 条に基づく法定
代位により、信販会社が当該権利を取得すること
を明示するものである（以下、「新約款」という。）。
そして、このような新約款の下で買主が破産した
場合については、信販会社は、平成 22 年最判の
射程が及ばないものとして、上記のような破産財
団に有利な内容での和解には応じない姿勢を示す
場合が生じ、いくつかの訴訟が提起されるなどし
た。和解の条件についても、新約款には平成 22
年最判の射程が及ばないとする後述のような有力
な学説やこれに沿う裁判例の影響を受けて、破産
財団の組み入れ率を相当程度低い額とする事例も
生じていたようである。訴訟の類型としては、信
販会社側が、破産管財人に対して別除権を主張し
て自動車の返還を求める類型のほか、破産手続開
始前に信販会社側が自動車を回収、換価していた
場合に、破産管財人が、信販会社に対して偏頗行
為否認を主張する類型などが見られた。

　四　平成 22年最判以降の裁判例の状況
　平成 22 年最判以降の下級審裁判例として、公
表されたものとしては、①信販会社の取戻請求
について、これを認容したものとして札幌地判

平 28・5・30（金法 2053 号 86 頁。本件原々判決）、
札幌高判平 28・11・22（金法 2056 号 62 頁。本件
原判決）があり５）、②破産管財人による否認請求
について、これを棄却したものとして名古屋地判
平 27・2・17（金法 2028 号 89 頁）、認容したもの
として、名古屋高判平 28・11・10（金法 2056 号
62 頁）、神戸地判平 27・8・18（金法 2042 号 91 頁）
等がある。

　五　平成 22年最判以降の学説の状況
　学説については、多岐にわたるが、主なものと
して以下のような見解が有力に主張されていた。
すなわち、①三社契約に基づいて信販会社が立替
払をして所有権を取得する方式においては、販
売会社の留保所有権は被担保債権のない空の担
保枠であり、手続開始後に登録名義を信販会社に
移転しても、それは倒産手続との関係で効力を認
められないのに対して、②代位または債権譲渡に
随伴して留保所有権が移転する場合は、新たな留
保所有権者は対抗要件の具備を要しないとしてい
る６）。また、否認権の行使については、対抗要件
を欠く以上これを肯定するべきとする見解７）の
ほか、買主の破産手続開始までは差押債権者の地
位が生じていないとして、これを否定する見解８）

が主張されていた。これに対して、本件において、
Ｙは、破産手続における法律関係の明確性の必要
性を強調し、登録を見ただけでは別除権の行使の
可否が判然とせず、複数の保証人間の法律関係が
煩雑であるなど破産法 49 条 2 項の要請に反する
として、Ｘの別除権の行使は見られない旨など主
張をして争った。

　六　本判決の内容
　以上のような議論がある中、本判決は、上記の
とおり判断を示した。これは、従来の有力な学説
の見解に従い、信販会社の法定代位を許容し、そ
の場合には信販会社は固有の対抗要件を備えてお
く必要はなく、販売会社が対抗要件を備えておれ
ば足りることを明らかにした。その主な理由付け
は、①Ｘは法定代位により本件自動車の所有権を
法律上当然に所得するとの理論的理由付けに加え
て、②購入者の破産手続開始の時点において販売
会社を所有者とする登録がされている自動車につ
いては、所有権が留保されていることは予測しう
るため、このように解しても破産債権者に対する
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不測の影響が生ずることはないとの利益考量上の
理由付けが示されている。さらに、③平成 22 年
最判については、売買代金残額相当の立替金債権
に加えて手数料債権を担保するため、販売会社か
ら代位によらずに移転を受け、これを留保する旨
の合意がされたと解される場合に関するもので
あって、事案を異にするとされている。この判断
は、上記有力な見解に沿うものである。

　七　残された問題
　本判決の後に残された問題として、以下のよう
な点がある。第 1に、本件事案とは別類型の新約
款として、立替払の方式により法定代位を明示す
るものも利用されており、その約款の場合にどの
ように扱われるかという点である。本判決の説示
は基本的に同様に妥当するとする見解がある９）。
第 2に、買主の破産手続開始前に信販会社が自動
車を回収、換価していた場合に、買主の破産手続
開始後に破産管財人が偏頗行為否認（破産法 162
条）を行使しうるかどうかである。第 3に、本件
のような事案において、販売会社が有していた販
売代金債権を超える保証料や信販取引の手数料等
の信販会社の固有の債権の取扱いである。自動車
の売却代金が販売代金債権を超えて、上記保証料、
手数料にまで及ぶ場合に、信販会社が、保証料、
手数料債権を自働債権とし、自動車の換価代金の
返還義務を受働債権として相殺をすることが許容
されるかという点である。合理的相殺期待を認め
る見解がある 10）。第 4 に、動産売買先取特権の
行使がなされた場合の取扱い、第 5に複数の保
証人が代位弁済をした場合の法律関係も問題とな
りうる。

●――注
１）買主名義の所有者登録をするよりも、事務的に便宜で
あることなどから、このような方式は、平成 22 年最判
以降も利用される場合がある。権利関係を明確化する方
法としては、信販会社名義の所有者登録を行う方法のほ
か、自動車抵当法に基づく自動車抵当を設定する方法が
考えうる。

２）平成 22 年最判の評釈などでこの点を指摘するものと
して、山本和彦「判批」金判 1361 号 69 頁は、「本判決
が……弁済による代位の場合の対抗要件不要説……を採
用することを明示しているわけではなく……なお将来に
残された課題と解される」としている。登録の必要性を
指摘するものとして、関武志「民事再生手続におけるク

レジット会社の法的地位（下）」判時 2174 号 12 頁、野
村剛司「判批」新・判例解説Watch（法セ増刊）13 号（2013
年）168 頁、小山泰史「判批」金法 1929 号 59 頁、石田
修「留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位――最（二小）
判平成 22 年 6月 4日の再検討・日独比較法の観点から」
千葉 28 巻 1＝ 2号 583 頁注 68 等参照。

３）福田修久「破産手続・民事再生手続における否認権等
の法律問題 (1) 所有権留保に基づく自動車引き上げがさ
れた場合の否認権等について」曹時 64 巻 6号 11 頁。

４）阿部弘樹ほか「登録名義を有しない自動車所有権留保
の破産手続上の取扱いに関する実務の流れと問題点の検
討――平成 22 年 6 月 4 日最高裁判決を契機として」債
管 155 号 64 頁、伊藤和規「自動車メーカー系販売会社
の所有権留保権と倒産手続での処遇に関する考察――ビ
ジネスモデルの特質を踏まえて」金法 2052 号 22 頁。

５）そのほか、不当利得の成否に関するものとして、大阪
地判平 29・1・13 金法 2061 号 80 頁がある。

６）中井康之「担保付債権の代位弁済と対抗要件」伊藤眞
ほか編『担保・執行・倒産の現在』（有斐閣、2014 年）
82 頁、伊藤眞「最二小判平 22.6.4 の Nachleuchten（残
照）――留保所有権を取得した信販会社の倒産手続上の
地位」金法 2063 号 44 頁、潮見佳男『新債権総論Ⅱ』（信
山社、2017 年）103 頁注 40、131 頁注 112、田髙寛貴
「多数当事者間契約による自動車の所有権留保――最二
小判平22.6.4 の評価と射程」金法1950号 48頁など参照。
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